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はじめに
　この2年の間、世界を揺るがしてきたいくつかの重複する危機は、HIV陽性者や
HIVの影響を受けている人たちにも厳しい影響を及ぼし、エイズパンデミック対策の
成果を脅かしてきました。この報告書が明らかにした新たなデータは、恐るべきもの
です。対策の成果は停滞し、資金は縮小し、不平等が拡大しました。不十分な投資
と行動により、私たちすべてが危険にさらされています。このままでは何百万もの人
がエイズで死亡し、何百万という新規HIV感染を防ぐこともできません。

　世界の指導者たちが力を合わせれば、2030年のエイズ終結は約束通り実現でき
ます。ただし、率直に言って、その約束とエイズ対策そのものがいま、危機にさら
されているのです。対策の停滞により、昨年1年間で約150万人が新たにHIVに
感染しました。世界の目標より100万人以上も多くなっています。新規感染の急速
な減少を確認しなければならないときだというのに、現実にはあまりにも多くの国、
多くのコミュニティで逆に増加しているのです。いまからでも、事態を好転させること
はできます。ただし、この緊急事態において、唯一の確実な対応策は、大胆になる
ことです。世界中が勇気をもって一つにならなければ、勝つことは望めません。

　各国の国内および国際間に存在する顕著な不平等が、HIV対策の成果を妨げ、
その結果、HIVの流行がこれらの不平等をさらに拡大させています。

　2021年には、10代の少女または若い女性が、2分間に1人の割合でHIVに感
染しています。COVID-19パンデミックの影響で、主要なHIV治療と予防のサービ
スが中断に追い込まれ、何百万人もの少女が学校に通えず、10代の妊娠とジェンダー
に基づく暴力が急増しているのです。

　エイズパンデミックにより、2021年には世界全体で、平均すると1分に1人以上
が亡くなっています。HIV感染の予防・検査・治療には効果的なツールがあり、日和
見感染症の治療もできるのに、年間65万人がエイズで死亡しました。2021年に
は、HIV治療を受ける人の増加ペースが過去10年以上の中でも、最も低くなって
います。HIV陽性者の4分の3はすでに抗レトロウイルス治療を受けられるようになっ
たのですが、それでもまだ、治療を受けられずにいる人が約1000万人もいるので
す。HIV陽性の子供の場合、条件はもっと悪く、治療を受けられる割合は半数（52％）
にとどまっています。子供と大人のHIV治療普及率の格差は、狭まるどころか、拡
大しているのです。

　それでも、さまざまな国が危機の中で強い復元力を示してきました。もう一息の国
も少なからずあります。各国政府や米大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）、世
界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）から必要な資金が提供され、
コミュニティ主導の強力な対応や最先端の科学の成果と組み合わされると、特にその
効果は大きくなります。こうした模範的パンデミック対策の効果により、新規HIV感
染の減少と治療アクセスの拡大は目覚ましい成果を上げてきました。そうした国々の
経験は、成果の達成が可能なことを証明し、その成果を世界規模で広げていくには、
何が必要なのかを示しています。



　しかし、本報告書では、パンデミックの拡大要因となっている不平等の解消に十
分、取り組めていない事例があまりにも多くみられることも指摘しています。あるいは、
テクノロジーの共有ではなく独占に走り、投資ではなく緊縮で臨み、時代に遅れた法
律を撤廃する代わりに疎外されているコミュニティの取り締まりを強化し、包摂的でコ
ミュニティを中心にしたサービスを提供するのではなく規制管理を強化するなど、誤っ
た方向に進んでいる例も取り上げました。

　国際的な支援が最も必要なときに、世界の連帯が行き詰まっています。米国以外
の二国間ドナーからのHIV分野への開発援助は、過去10年間で57％急落しました。
指導者たちは、巨大な赤い警告灯を一時停止の標識と間違えてはなりません。

　本報告書が明らかにしたデータは、不安とショックを与えることになるでしょう。し
かし、絶望を促すための報告書ではありません。行動を呼びかけているのです。失
敗すればそれは致命的ものになってしまいますが、避けられないわけではありません。
エイズ終結は、終結させないでいることよりも、はるかに費用が少なく済みます。そ
して、エイズ終結に必要な行動が、将来のパンデミックの脅威に対する備えになると
いうことも重要です。

　何をしなければならないのか。それはミステリーではありません。様々な状況の下
で成功は繰り返されています。私たちにはそれが分かっています。科学の成果を共
有すること、サービスを強化すること、そして社会の連帯を確認することです。昨
年6月のHIV/エイズに関する国連総会ハイレベル会合では、このことをすでに誓約
しています。エイズ流行を永続させている不平等に終止符を打つことによって、エイ
ズパンデミックの終結は実現できるのです。

　2030年のエイズ終結は可能です。しかし、流行のカーブは自然に下がるわけで
はありません。引き下げるのは私たちです。

ウィニー・ビヤニマ
UNAIDS事務局長



序章

東欧・中央アジア地域、
中東・北アフリカ地域、
ラテンアメリカ地域では、
過去10年、HIV新規感染が増加し続けている。

　世界のエイズ対策が脅威にさらされている。

　過去2年半にわたってエイズとCOVID-19のパンデミックが同時進行し、かつ経
済的、人道的な危機の発生もあって、世界のHIV対策はますます脅威にさらされて
いる。COVID-19の流行、および他の不安定な要因により、世界各地で医療サー
ビスが中断し、何百万もの生徒や学生が学校に通えず、HIVに対する脆弱性が高まっ
ている（1）。低・中所得国には、大きな試練が立ちはだかっている。世界の最貧国
の60%が債務返済ができずにいるか、できなくなるリスクが高い状態にあり、推定
7500万人から9500万人が貧困に追い込まれている。貧困がかつてない規模で
拡大しているのだ（2、3）。その結果、エイズ対策も深刻な事態に直面し、すでに
HIVの高いリスクを経験してきたコミュニティがいまは、さらに脆弱な状態に苦しんで
いる。

　世界のいくつかの地域やコミュニティでは、エイズパンデミックに対し、注目すべ
き復元力を示しており、それが最悪の事態を回避するのにも役立ってきた。しかし、
全体としてみれば、HIV対策の成果は加速するどころか減速している。UNAIDSが
集めた最新データによると、昨年の世界の新規HIV感染件数は前年より減少してい
るものの、その減少幅はわずか3.6%であり、2016年以来最小となった。多くの
地域、国、コミュニティで、進行中の他の危機への対応とともに、HIV感染の拡大
にも対処しなければならないのだ。

　東欧・中央アジア地域、中東・北アフリカ地域、ラテンアメリカ地域は過去10年
の間、年間の新規HIV感染件数が増加していた （図 0.1）。世界で最も人口規模が
大きいアジア・太平洋地域のHIV新規感染は、UNAIDSデータによると過去10年、
減少を続けてきたが、2021年は増加に転じたことが示されている。マレーシアとフィ
リピンでは、キーポピュレーションの流行が特定の場所で増加している。（注1）こうし
た地域における感染の拡大には警戒しておかなければならない。

（注1）　UNAIDSは、ゲイ男性など男性とセックスをする男性、セックスワーカー、トランスジェンダーの人たち、
注射薬物使用者、受刑者など収監されている人たちをHIVに対する脆弱性が特に高く、適切なサービ
スへのアクセスが得られないことが多い5つのキーポピュレーションと見なしている。



　治療の普及に関し、早い段階で成功をおさめていたラテンアメリカ地域は、その
勢いを失い、若いゲイ男性など男性とセックスをする男性やその他のキーポピュレー
ションでの流行のリバウンドを許す結果になった。東欧・中央アジア地域の大部分で
は、注射薬物使用者とその性的パートナーの間で広がる流行の流れを変えるために
必要なハームリダクションのサービスが利用できない状態が続いている。HIV陽性
率が世界で最も高い東部・南部アフリカ地域では、COVID-19の流行という厳しい
条件に適応し、その影響を緩和しつつHIV治療と予防のプログラムを維持するため
の驚くべき復元力を示してきた。しかし、その東部・南部アフリカ地域でさえ、新規
感染の減少ペースは、パンデミックを止めるほどではなく、大幅に落ち込んでいる。
一方で、これまでの成果を支えてきた国内および国際的な資金調達が脅威にさらさ
れていることから、この地域のHIVプログラムに対する逆風が強まっていることも
UNAIDSデータは示している。

　カリブ海地域や西部・中部アフリカ地域では年間の新規HIV感染が大幅に減少し
ているなど、明るい兆しが見られる地域もある。後者はとくにナイジェリアでの成果
が大きく影響している。こうした感染の減少は、対策が加速していることを示すもの
だ。しかし、世界全体では、その成果も他の地域の遅れによって相殺されてしまう。
2015年当時と比べ、新規HIV感染件数は世界の38カ国で増加しているのだ。（注2）

（注2）　2015年以降、新規HIV感染が増加していると確実に推定される国は以下の通り。アフガニスタン、
アルジェリア、ベリーズ、ブラジル、カーボベルデ、チリ、コンゴ、コスタリカ、キューバ、ドミニカ
共和国、赤道ギニア、フィジー、ジョージア、ギリシャ、グアテマラ、ガイアナ、ホンジュラス、アイ
ルランド、ジャマイカ、カザフスタン、マダガスカル、マレーシア、モーリタニア、オマーン、パプアニュー
ギニア、パラグアイ、ペルー、フィリピン、セネガル、セルビア、南スーダン、スーダン、スリナム、
タジキスタン、東ティモール、チュニジア、ウルグアイ、イエメン。



図0.1　新規HIV感染 2015-2021、地域別
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4000 　1100人の若者（15～24歳）を含め、毎日4000人がHIVに感染している。現
在の傾向が続けば、2025年の新規HIV感染者数は120万人で、2025年ターゲッ
ト（37万人）の3倍を超えることになる。

　HIV対策の停滞がもたらす影響は恐るべきものだ。最先端の抗レトロウイルス薬が
利用可能になり、クリプトコッカス髄膜炎や結核などの日和見感染症を適切に予防、
検出、治療する効果的なツールもあるので、多くの死が防げるはずなのに、2021
年には65万人［50万‒86万人］がエイズ関連の原因で死亡している。HIV感染症
の進行を防ぐための対策に力を入れなければ、エイズ関連の死亡は多くの国で主要
な死因にとどまっているだろう。さらに一部の地域で新規HIV感染が増加し続けるこ
とになれば、エイズ関連の死亡も減っていくどころか、逆に増加に転じるおそれがあ
る。

毎日4000人がHIVに感染



650 000 　HIV感染とエイズ関連の死亡のトレンドは、HIVサービスがどこまで利用できるか
によって決まる。この点でも、HIV検査・治療サービスの普及が停滞していることは、
懸念すべき兆候となっている。新たにHIV治療を開始する人はここ数年、毎年200
万人を超えていたが、2021年は147万人にとどまった。増加数としては2009年
以降で最も少なくなっている。最も大きく増加したのは西部・中部アフリカ地域であり、
東部・南部アフリカ地域は増加率が前年よりはるかに低かった。この結果、両地域の
治療普及率は並ぶこととなり、どちらもHIV陽性者の78%が治療を受けている（図
0.3）。

　東部・南部アフリカ地域では2020年と2021年のHIV検査数が、2019年と比
べると減っている（図0.2）。HIV陽性率が高く、世界における成人の新規HIV感染
の43%を占める15カ国では、主要なHIV予防ツールとなっている自発的男性器包
皮切除を2020年と2021年に受けた男性の数が2018年と2019年の3分の2だっ
た。（注3）

2021年には年間65万人が
エイズ関連の原因で死亡

図0.2　サハラ以南アフリカのHIV検査件数と検査陽性率、地域別、2017‒2021
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（注3）　自発的男性器包皮切除の優先15カ国は、ボツワナ、エスワティニ、エチオピア（ガンベラ州のみ）、
ケニア、レソト、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、ルワンダ、南アフリカ、南スーダン、ウガンダ、
タンザニア、ザンビア、ジンバブエ。

HIV検査数（東部・南部アフリカ地域

HIV検査数（西部・中部アフリカ地域））

HIV検査陽性率（東部・南部アフリカ地域）

HIV検査陽性率（西部・中部アフリカ地域）



図0.3　サハラ以南のアフリカで抗レトロウイルス治療を開始した人数の推移、地域別、2001-2021
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厳しさを増す経済状況の中で、
資金調達の危機がさらに
エイズ対策を弱体化させる恐れがある

　低・中所得国では、HIV対策に利用できる資金が減少し、対策の停滞を招く結果
になっている（図0.4）。2025年までに必要なHIV対策をすべて実行するには、80
億ドルが不足している状態だ。主要な二国間援助国の多くがエイズ分野の国際援助
を削減し、同時に低・中所得国はCOVID-19のパンデミックに対する財政負担の増
大に苦しんでいる。COVID-19とウクライナでの戦争が、途方もない逆風を生み出
している。

主要な二国間援助国の多くが
エイズ分野の国際援助を削減している。

図0.4　低・中所得国でHIV対策に利用できる資金、2010-2021および2025年目標

国内資金（官民）

米国（二国間）

グローバルファンド

他の国際資金

必要資金（2025）

Note：資金見積りは2019年現在の米ドル換算。対象となるのは2020年に世界銀行が低・中所得国と分類した国。



52
2026年までに52カ国で
公共支出能力が大幅に低下すると
予想されている。

　米国以外の二国間ドナーからのHIV分野の開発援助額は、過去10年の間に
57％急落した。このため、世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）
の2022年増資はこれまで以上に重要になっている。2021年には、HIV対策に利
用できる国際資金は2010年当時より6％減っているのだ。

　しかも、これまでの何年かとは異なり、国際資金の目減りを国内のHIV投資で埋
め合わせることはできない。低・中所得国の国内資金は2年連続で減少している。
2021年は2%減だった。世界の経済状態と途上国の脆弱性は、ワクチンや保健資
金確保の不平等が拡大することで一段と悪化し、HIV対策の持続的回復力とHIV関
連の不平等を解消する能力の両方を脅かしている。世界銀行の予測では、世界の
HIV陽性者の43%が住む52カ国で2026年までに公共支出能力が大きく低下する
ことになる（4）。

　債務負担が大きいことから、各国政府のHIV投資能力が弱体化している。最貧国
の債務返済は、医療、教育、社会的保護を合わせた支出総額の171％に達してい
る状態なのだ（5）。国家の債務を完済するために、エイズ終結に不可欠な健康と人
への投資がますます滞っている（第5章のザンビアの特集記事を参照）。世界のHIV
陽性者数、および新規HIV感染者数の71%を占めている中所得国では、保健およ
びHIV資金の助成の対象外となる恐れがある。ドナー国が国際支援を拡大するので
はなく、現在の資金をウクライナの難民支援と再建に振り向けようとしているからだ。

　こうしたことがすべて、それぞれの人が個人的な経済状況の悪化を経験していると
きに進行した。燃料や食糧価格が高騰し、世界で1億8000万人が食料不安に陥っ
ている（6）。この点も含めHIVに対する脆弱性が不平等によって高まり、サービス
の利用が困難になっている。たとえば、中央アフリカ共和国では食糧供給が不安定
化する中で、HIV陽性者が栄養失調状態になると、HIV治療を中断する可能性も大
きく高まることが新たなデータによって示された（7）。

　2030年にエイズ終結を達成するには、いま新たな投資を行う必要がある。2021
年に国連総会で行った約束を果たすことができれば、いま投資を減らして対策の後退
を招くよりも、はるかに費用をかけずに済むことになる。この1年、無関心は無視へ
と転じていった。連帯感の欠如は道徳的に誤りであり、すべての国にとって有害でも
ある。COVID-19パンデミックから得られた教訓が1つあるとすれば、それは、す
べての場所でパンデミックが終わらない限り、どこにいても終結は望めないというこ
とだ。

2030年のエイズ終結には
新たな投資が必要



不平等はエイズ対策が遅れた結果であり、
エイズ対策の進展を遅らせる原因でもある。

　最も弱い立場に置かれ、社会から排除されやすい状態の人たちが、最も大きな打
撃を受けている。国連のアントニオ・グテーレス事務総長の言葉を借りれば、危機の
「パーフェクトストーム（最悪の事態）」が世界中で不平等を拡大しているのだ（8）。

　データの入手が可能な国のほぼ半数では、最も貧しい20%の世帯でHIV陽性者
のウイルス抑制レベルが最も低くなっている（図0.5）。カメルーン、エチオピア、タ
ンザニア、ザンビアなどでは、最富裕層と最貧困層の間で、ウイルス抑制ギャップ
が極めて大きい。しかし、必ずそうなるというわけではない。エスワティニ、レソト、
ナミビア、ジンバブエなど、最も弱い立場の人たちに焦点を当て、治療プログラム
の提供に十分な資金を確保している国では、最も貧しい20%層のHIV陽性者が高
いレベルのウイルス抑制を果たしている。

　不平等はすべての人に向けて、エイズ対策を妨げている。富裕層と貧困層の間の
ウイルス抑制ギャップが小さい国は、新規HIV感染も大幅な減少を果たしていた。

2021年に国連総会で行った
約束を果たすことができれば、
いま投資を減らして対策の後退を招くよりも、
はるかに費用をかけずに済むことになる。



図0.5　HIV陽性者のウイルス量抑制、選択国における貧富の5分割別（20%ごとの分割）、2015-2019

5分割1（最貧困層） 　 　　　　　5分割2　　　　　　  5分割3　　　　　　 5分割4　　　　　　  5分割5（最富裕層）

Note：コートジボワールの5分割データは調査対象が32人。

　同様に、一つの国の中でも地方によってHIV治療のアクセスが大きく異なっている
ことがしばしばある。地域住民が平等に恩恵を受けられていないことを示唆するもの
だ。こうした違いが生まれる背景には、都市と農村の間の分断、政治・経済・文化な
どの分断がある（図0.6）。中央アフリカ共和国、ガボン、ギニア、エチオピア、ハ
イチ、ナイジェリア、シエラレオネといった国ではこうした不平等が顕著な一方で、
地区間の普及率のギャップを最小限に抑えることができたレソト、マラウイ、ルワン
ダなどでは新規HIV感染者数とエイズ関連の死亡者数が大幅に減少している。

一つの国の中でも地方によってHIV治療のアクセスが
大きく異なっていることがしばしばある。
地域住民が平等に恩恵を
受けられていないことを示唆するものだ。



図0.6　HIV陽性率の高い特定国における抗レトロウイルス治療普及率の国内地域格差、2021

75パーセンタイル（国内地域の25%は、
抗レトロウイルス治療普及率がこの値より高い）

25パーセンタイル（国内地域の25%は、
抗レトロウイルス治療普及率がこの値より低い）

　HIVの検査と治療のプログラムが拡大する中で、HIV陽性の子供が取り残され
ていることがしばしばある。2021年時点では、推定80万人［64万-99万人］の
HIV陽性の子供がHIV治療を受けられずにいた。2021年のHIV陽性者総数のうち
子供は4%だが、エイズ関連の死者数では15%を占めている。しかも、子供と大
人のHIV治療普及率の格差は縮小するどころか拡大しているのだ（第1章参照）。



女性・少女と
キーポピュレーションのリスクが拡大

　社会的な力が弱く、法の下で保護されることの少ない人たちは、HIV感染のリス
クが高くなることが多い。思春期の少女と若い女性（15-24歳）は、世界全体でみ
ると3分間に1人がHIVに感染しており、サハラ以南のアフリカでは、同じ年齢層
の男性より3倍もHIV感染のリスクが高くなっている（図0.7）。2000-2018年のデー
タに基づく世界推計では、15-49歳の既婚、または決まったパートナーがいる女性
の10人に1人以上が、過去12カ月以内に親密なパートナーからの身体的、性的暴
力を経験していた。さらに、世界中の女性に対する家庭内暴力は、COVID-19パン
デミックにより大幅に増加している（9）。

図0.7　サハラ以南のアフリカにおける思春期の少女と若い女性（15-24歳）のHIV感染率、各国の国内地方別、2021

非感染者人口1000人あたりの新規感染者数

データなし

Note：国内の地方別データが分析可能なサハラ以南アフリカ37カ国。コモロ、ジブチ、エリトリア、マダガスカル、モーリタニア、モーリシャス、モザンビーク、セーシェル、ソマリア、
南スーダン、スーダンは含まれていない。



70%
2021年の新規HIV感染の70%は
キーポピュレーションと
その性的パートナーの感染で
占められている。

　キーポピュレーションは世界人口の5%未満だが、2021年の新規HIV感染は
70%がキーポピュレーションとその性的パートナーで占められている（図0.8）。HIV
感染に対し特に脆弱性が高いキーポピュレーションは、世界のどの地域にも存在して
いる（図0.9）。

　人種的、民族的マイノリティがHIV関連で大きな不平等を経験することはしばしば
ある。英国や米国では、黒人層の新規HIV診断は白人層ほど減っていない（10、
11）。オーストラリア、カナダ、米国では、先住民コミュニティのHIV感染率が非先
住民コミュニティより高い（12、13）。

図0.8　新規HIV感染者の人口集団別割合、世界、サハラ以南のアフリカおよびその他の地域、2021

図0.9　HIV感染の相対リスク、世界、2021

世界全体 サハラ以南のアフリカ その他の地域

セックスワーカー

注射薬物使用者

ゲイ男性など男性とセックスする男性

トランスジェンダー女性

セックスワーカーの客、およびキーポピュレーションのセックスパートナー

他の人口集団

Note：入手可能なデータが年ごとに変動するため、年次推移は示していない。計算方法については、方法に関する付録資料参照。

35倍 30倍 28倍 14倍

注射薬物使用者は、
薬物を注射しない成人より
HIV感染リスクが35倍高い

女性セックスワーカーは、
一般人口層の成人女性（15-49歳）より

HIV感染リスクが30倍高い

ゲイ男性など男性とセックスをする男性は、
一般人口層の成人男性（15-49歳）より

HIV感染リスクが28倍高い

トランスジェンダー女性は、
一般人口層の成人女性（15-49歳）より

HIV感染リスクが14倍高い



根強く残る不平等に取り組み、
エイズ対策を軌道に乗せるための手段はある

　世界のエイズ対策に関しては深く懸念されることが多いのだが、中には良いニュー
スもいくつかある。適切な資金配分と有効な政策の実行により、予防・治療の技術を
広く利用できるようにした国は、驚くべき復元力と成果を示しているのだ。イタリア、
レソト、ベトナム、ジンバブエなど極めて多様な国が、2015年から2021年の間に
新規HIV感染の45%以上の減少を果たしている。

　COVID-19パンデミックのさなかにあっても、ケニアや南アフリカといった国では、
曝露前予防服薬（PrEP）の普及が着実に進んでいった。PrEPを使うかどうかを決
めるのは本人であり、パートナーと交渉する必要がないことから、この予防策は、世
界中のキーポピュレーションの人たち、およびサハラ以南のアフリカの少女と女性の
HIV感染を減らす大きな可能性を秘めている。しかし、経口PrEPの利用は、高所
得国とサハラ以南のアフリカの5カ国（ケニア、ナイジェリア、南アフリカ、ウガンダ、
ザンビア）に集中している。経口PrEPの拡大とともに、HIV予防のためのより多様
な選択肢（注射や膣リングで投与できる長時間作用型PrEPなど）も利用できるよう
になってきた。ただし、費用と入手可能性が壁となり、こうした新たなツールを必要
とする大多数の人には届いていないのが現状である。

　世界エイズ戦略2021-2026は、エイズ対策を軌道に乗せるために、エビデンス
を踏まえた明確な青写真を提供している。この青写真を実行に移すうえで必要な具
体的措置をとることを各国政府は約束した。奇跡を起こす「魔法の弾丸」が必要なの
ではない。国際社会はすでに使うことができるツールを活用して自ら行った約束を果
たし、人びとのための具体的な結果につなげればいいだけなのだ。

　COVID-19パンデミックとウクライナ戦争は、私たちが世代をかけて取り組むべき
課題であり、その影響は広範囲に及んでいる。しかし、悪い影響だけではなく、良
いことも少しはある。途方もない逆境に直面しても、世界には膨大な資金を動員し、
政策を迅速に変更する能力があることを示してもいるからだ。COVID-19の経験に
刺激を受けたイノベーションとリーダーシップは、サービスの維持、および社会的に
排除されがちな弱い立場の人たちへの支援において、コミュニティが果たしている極
めて重要な役割を認識させることにもなった。

イタリア、レソト、ベトナム、ジンバブエなど
極めて多様な国が、
2015年から2021年の間に
新規HIV感染の45%以上の減少を果たしている。



■　HIV予防をさらに推進する。各国はHIV予防の政治的および財政的優先順位
を高め、細分化されているプロジェクトを集約して大きな規模で実施できるよう
にしなければならない（第2章のカンボジアの特集記事を参照）。HIV予防アク
セスの不平等を解消し、母子感染を防ぐために一連のサービスのギャップを埋め
るには、これまでに倍する努力が必要となる。長時間作用型のPrEP注射薬な
ど新たな予防ツールが利用可能になる中で、迅速かつ効果的にその普及をはか
るための集中的な取り組みが求められる。

■　人権とジェンダーの平等を実現する。懲罰的で差別的な法律と政策は、人びと
をサービスから遠ざけ、新規感染や死亡の高いリスクに直面する人たちを救う
公衆衛生的な努力を妨げることで、エイズ対策を弱体化させる（第3章のベル
ギーの特集記事を参照）。こうした法律を撤廃することが、エイズ対策を軌道に
乗せる助けになる。性と生殖に関する健康と権利を含む女性と少女の人権は、
効果的なエイズ対策の鍵である。この点をエイズ対策の中心に据え、ジェンダー
に基づく暴力を根絶するために十分な予算を確保しなければならない。

■　コミュニティ主導の対策を支援し、効果的に資金を確保する。コミュニティ主導
で対策を進めることが不平等を軽減し、効果的で復元力のあるHIV対策を支援
するためのゲームチェンジャーになる。このことはすでに証明されている（第4
章のウガンダの特集記事を参照）。コミュニティ主導の対応により、誰もがうけら
れるはずのサービスが十分に提供されていない人たちに手を差し伸べ、サービ
ス提供者が説明責任を果たせるようサービスの質を監視することができる。こう
した活動に資金を配分し、コミュニティ主導の組織のサービス提供能力を妨げる
政策を改めることが、成果達成の鍵となる。

■　十分で、かつ持続可能な資金を確保できるようにする。国際援助資金と低・中
所得国の政府予算の両方からの新たな投資が不可欠である。低・中所得国の多
くが直面している債務危機を緩和し、非生産的な緊縮政策を回避するには、国
際的な対応が必要になる。HIV投資による効果をさらに高めていくことも必要で
ある。医薬品価格の引き下げ、コストの効率化、HIV予防への投資の増加など
がそうしたステップに含まれる。サービス利用を妨げる財政的障壁は取り除かな
ければならない（第5章のカメルーンの特集記事を参照）。

■　HIV予防・検査・治療へのアクセスとその結果に関する不平等に対処し、特定
の地域や特定のグループに存在するギャップの解消をはかる。さまざまな状況
のもとで、不平等を解消し、ギャップを埋めるための行動を国や地域社会がす
でに起こしている（第3章のケニアの特集記事を参照）。利害関係者はこの勢い
に乗り、より良い、より詳細なデータを活用して、進歩を遅らせている不平等を
ゼロにしていかなければならない。

対策のギャップをどう埋めるか：
2030年のエイズ終結に向けて
対策を軌道に乗せるためのキーアクション



エイズ終結に必要な政治的勇気

　HIV関連の不平等に終止符を打ち、エイズ終結を目指す世界の連帯を復活、強
化するには、より大きな政治的勇気が必要になる。そうした動きはある。HIV陽性者
とキーポピュレーションのコミュニティは、政治指導者に大胆で勇気ある行動を促す
ことができる状況を生み出してきた。注射による長時間作用型抗レトロウイルス薬な
ど新たなツールが広く共有され、公平に配布されれば、劇的な変化をもたらす潜在
的可能性がある。革新的なデータ手法により、国や地域社会が目標と現状との格差
解消に向けた成果を遅らせてきた不平等の解消に焦点を合わせる能力も向上してい
る。

　エイズ終結に何が必要なのかはすでに分かっているし、そのために必要なツールも
ある。現在の私たちの課題は、対策のギャップを埋め、HIV関連の不平等に終止符
を打つために必要な勇気を呼び起こすことなのだ。

HIV陽性者とキーポピュレーションのコミュニティは、
政治指導者に大胆で勇気ある行動を
促すことができる状況を生み出してきた。





危機への対応：ウクライナおよび
その先の世界で、HIV対策の
中心を担うコミュニティ

危機が進行する世界

　ウクライナだけではない。ベネズエ
ラ、エチオピア、リビア、モザンビーク、
ミャンマー、シリア、アフリカのサヘ
ル地域、および世界の他の多くの地域
で緊急事態が発生し、何百万もの人
の生活が混乱に陥り、壊滅的打撃を受
けてきた。内戦、干ばつ、食糧不足
から洪水や大量の難民・避難民の発生
に至るまで、多くの国が緊急の事態に
繰り返し直面している。

　世界がHIV対策を進めていこうと
するなら、どこで、どんな状況のもと
にあっても、HIVサービスの機能を
維持できるようにしなければならない。
UNAIDSの重要な提言の一つは、対
策の準備と実施にコミュニティが実の
あるかたちで関与できるようにするこ
とだ。対策は地域のニーズに合わせ、
コミュニティの誰もが参加できるように
組み立てていく必要がある：包括的で、
人権を尊重し、ジェンダーに配慮した
参加型かつ協力的なものでなければな
らない。

　ウクライナでの戦争により、1200万人以上が退避を余儀なくされ、何百万という
人たちが、難民として近隣のチェコ、ハンガリー、ポーランド、モルドバ、ルーマニ
ア、スロバキアなどに避難を求めている。

　砲撃やミサイル、空爆により5000棟もの住宅と250以上の医療施設が破壊され
た。HIV陽性者の命を救うために不可欠な抗レトロウイルス薬の通常配布を行ってい
た403施設のうち52の施設は現在、機能できない状態に追い込まれ、他の施設も
被害を受けている。こうした事態に対し、国際的な支援と資金提供といった重要な救
援活動が開始された。主要なドナーである米大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR）
と世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）が医薬品の提供を行っ
ている。

　UNAIDS緊急基金は、ウクライナ国内でもとくに大きな被害を受けている4都市
で、主要なHIVサービスの維持に向けて25万ドルを支出した。UNAIDSはまた、
最も弱い立場に置かれた人たちの避難やシェルターの確保を助けるため、資金の再
配分を行った。しかし、HIV陽性の避難民やキーポピュレーションを支援しているウ
クライナと近隣諸国の市民社会グループには、緊急に発生した負担を担いきれない
状態のところが多く、それらの組織に対する資金提供の緊急性はなお残っている。

　緊急時のHIV対策は、現場で草の根の医療提供者がいなければ成り立たない。「市
民社会とコミュニティに根差した組織は長い間、ウクライナのHIV対策を中心になっ
て支えてきました。戦争が始まってからはなおさらです」とUNAIDSウクライナ事務
所のラマン・ハイレビッチ代表はいう。「最前線でHIVサービスを提供するだけでなく、
人道支援にも貢献しています」と彼は説明する。「オフィスは24時間フル稼働の人
道支援拠点に変わりました」

　戦争の前には、ウクライナは東欧・中央アジア地域で最も充実したエイズ対策を
実施していた国の一つであり、2021年の新規HIV感染件数は2010年当時より
47%も減少している。効果的なハームリダクション・プログラムを全国で展開し、ゲ
イ男性など男性とセックスをする男性やトランスジェンダー女性のニーズに対応する
プログラムにも取り組み始めていた。政府がこの10年、コミュニティ主導のサービ
スを支え、協力してきたことが、多くの人の生死を分ける成果をもたらしてきたこと
が証明されている。これまでに築き上げてきたネットワークとパートナーシップ、専門
知識は、危機においてもHIV対策の崩壊を防ぎ、復元力を維持している。それでも
戦争は大きな犠牲を払うことになった。



　「仕事は危険です。ボランティアは命を賭けています」と100%ライフ・コーディネー
ション協議会のドミトロ・シェレンベイ代表は語っている。しかし、闘いが始まって4カ
月が経過し、追い詰められていると感じることもある。「さらなる支援が得られなけれ
ば、最前線の人たちをどこまで支え続けられるか分かりません」と付け加えた。

　市民社会が主導する人道的な対策への国際支援を早急に強化する必要がある。

ウクライナのモバイルHIV症例探索プロジェクト、
2022年5月
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